
東日本大震災 教訓マップ 全体図

今回の津波 震災の評価 地震や津波の外力今回の津波、震災の評価、地震や津波の外力

未曾有の災害

建物の被害が少なかった面も

多くの問題が浮上した災害

新たな懸念、課題が浮上

新たな考え方で災害対策に取り組むこと
が求められることがわかった大災害

１．
地震や津波の外力

有事の際の対応が必要（であったのになされていない）

復帰・復興の遅れが目立つ

救済、復旧のあり方

日本全土が本格的な変動期に突入したことを踏まえた対策を

被害想定の見直しが必要

総合施策が必要 最重要施設に関する施策
7つの論点から教訓を整理

防災減災対策のあり方全般

減災の考え方が必要に
２． 帰

道路等インフラ復旧は評価できる
被害想定の見直しが必要

災害は忘れられる、教訓を生かすべき

ハード対策とソフト対策

自助、公助、共助の組み合わせ

その他
減災の考え方が必要に

想定すべき津波外力

防災対策や復旧のあり
方

○施設整備のあり方全般
逃げることを前提とした施設整備を

○防波堤・防潮堤のあり方
防波堤・防潮提の減災効果を評価 検証 次の

○交通（鉄道、道路等）のあり方
ネットワークの多重性 代替性 リダンダンシーを確認することが必要

○震災を踏まえた学校等の整備
○サプライチェーン

施設整備の考え方

＜全般＞ ＜防波堤・堤防・ダム＞ ＜交通（鉄道、道路）＞ ＜その他＞

○道路のあり方
三陸道は避難や物流の輸送に大

○海岸・港湾構造物
○ダム・スーパー堤防

３．

災害に強い施設整備の 逃げることを前提とした施設整備を
多重防護、総合的な整備推進が必要

防波堤・防潮提の減災効果を評価、検証、次の
被災を少なくすべき
「対応する」ではなく、「いなす」「すかす」防潮提を
大津波に無力であったことを踏まえた対応を

ネットワ クの多重性、代替性、リダンダンシ を確認することが必要
地域間、ブロック間の連携を図る整備を
災害に強い地域交通のモデルを
交通インフラの耐震化を促進すべき
役に立ったものを整理して、今後の参考に

○サプライチェ ン
○避難ビル
○避難地・避難路
○橋梁
○遊水池

三陸道は避難や物流の輸送に大
きな役割を果たした
盛り土構造の高速道路が津波の
侵入を食い止めた
災害対策のためにも道路整備を

○ダム・スーパー堤防
農業用ダムが決壊
八ッ場ダム、スーパー堤防
は整備すべき

災害に強い施設整備の
考え方

ハード整備や経験が逃げるのを遅らせた

防備、避難体制の構築、防災意識、防災教育等

防災計画の見直し

避難行動

避難訓練等ソフト対策の充実を
総合的な対策が必要

逃げること、生命確保が基本
一人ひとりが逃げることを

今回の反省、問題点
住民の自助・共助と行政との連携を

津軽てんでんこ（１人１人が逃げる）を
ハザードマップの改善を

４．

避難行動・計画、防災
体制 計画 見直し

災害情報システムの（再）構築強化が必要

防災計画の見直し

防災計画の見直し

災害時には連携が必要

その他徒歩で逃げるのが基本

情 報

地域リーダーの育成等、地域防災力、防災体制
の強化を
危機意識共有、そのための教育、啓発
避難ルールづくりを

情報伝達（発信）方法の改善が必要

災害文化の継承、全国的な防災教育の展開
その他

体制・計画の見直し

将来の巨大地震等への備え

東海・東南海・南海三連動地震発生の可能性（の高まり） ■巨大地震発生の可能性（の高まり）

災害に関する研究・調査・記録の作成、諸外国への情報発信

三連動地震 大震災の被害 三連動地震 大震災への備えを調査研究・情報発信 記憶の次世代への引き継ぎ アーカイブ、鎮魂の森等の施設を

５。

将来の巨大災害への備
え、情報発信

夢を育む計画とコミュニティを大切
にした社会的な合意形成プロセ
スが大切

合意形成
復興（計画）の基本的あり方、作成のあり方

ハード・ソフト対策を組み合わせるなど総合的な観点からの復興
計画を
長期的な展望に立った復興計画を

高齢化社会に対応した復興計画を
世界のモデルとなるような開かれた復興計画を
若い世代と専門家の協力での復興計画を

新しい東北を創出する復興計画を
震災前原状回復 復帰ではない復

地域のニーズを優先させる復興計画を
地域の特性を生かし、コミュニティを生かす
自然と共に生きる社会インフラの再認識を

安心・安全を実現する復興計画を
減災という考え方に基づく復興計画を
安全と効率両方を満たす復興計画を

＜総合的・長期的・創造的な計画＞ ＜地域のニーズ・特性を生かす＞ ＜安全・安心を実現する＞ ＜社会動向を踏まえ、新しい視点で＞＜新しい東北を創出、回復、
復帰ではない計画＞６．

復興の基本的考え方、

住民の意見を反映、新しい公共
の活用も

長期的な展望に立った復興計画を
分散型国土の創生など革命的変革をもたらす復興計画を
復興には国土環境創造計画といった長期的な国土計画が必要

若い世代と専門家の協力での復興計画を
災害勘定の導入を
津波対応の新制度の創設

震災前原状回復、復帰ではない復
興計画を

自然と共に生きる社会インフラの再認識を
残されたもの、受け継いでいくべきものをみつめる
ところから復興計画はつくられていくべき

安全と効率両方を満たす復興計画を
免災構造の国を目指す復興計画を

国土計画や都市計画、地域計画のあり方

あり方

国土計画や都市計画、地域計画のあり方

地震・津波に強いまちづくり、国土づくり
災害に強い国づくりの推進
リスクを踏まえた土地利用、都市計画を
安全 安心 国土づくり 街づくり

魚市場、加工場を高層化した漁港
市街地に中高層建築物を
防災機関、病院は津波の直撃を受ける
ようなところには建てない市街地の全面移転はない

新しい地域づくりのモデルを

＜安全・安心＞ ＜新しい地域づくりのモデル＞

＜居住地域＞

＜諸施策＞

国、地方、企業等で連携して震災に対応すべき

＜国、地方、企業等の連携＞

＜災害に強いインフラ＞

建築物等の強化、液状化対策
地盤データのデータベース化
耐震化、耐浪化

＜液状化対策、耐震化＞

７ 安全・安心の国土づくり、街づくり
被災状況、歴史・文化を考慮した街づくり
多重防御の街づくり、線から面の発想へ、ハード・ソフトの組み合わせ

ようなところには建てない

広域的な機能分散

市街地の全面移転はない
防火地域と災害危険地域を一緒
にまとめる防災地域制
地域居住等
コンパクトシティをつくる

高齢化など社会状況の変化に対応
文化財、景観
自然環境と調和

＜広域機能分散＞

＜社会状況への対応、自然と調和など＞

広域インフラは多重化によるリダンダンシーの確保を
災害に強い交通網
物流システムの高度化、災害ロジスティクスの構築
オランダ型防波堤に学んだ高規格道路を

健常者と弱者の棲み分け

＜健常者と弱者の棲み分け＞

安全の確保等のため技術・情報の利活用

＜技術・情報の利活用＞

７．

災害に強い国土、地域、
都市の形成

広域的な機能分散
国土、地域全体のシステムで備える

自然環境と調和 安全の確保等のため技術 情報の利活用

土地利用、住まい方 復興の体制、仕組み 原子力災害

原発安全神話
高台移転
集落、市街地移転（そのための仕組みの整備）
浸水リスク、災害リスクの低い地域に誘導

民間、PPP、PFI、ボラン

逃げること、減災を前提とした地
域づくり
行政機関、災害時重要防護施
設の浸水リスク回避

集約的な土地利用
土地利用規制

復興を担う主体は市町村
被災者主導
広域的な対応、東北連合
の形成

官僚を使いこなすべき

国家公務員が地方公務員に
復興庁
復興対策本部

手続き窓口の一本化 URのような公的機関

国が責任を持って復興を

原発安全神話

原子力村

想定外について

先回りして手を打つことがなかった

原発事故対応評価
原発事故実態

８．
その他 民間、 、 、ボラン

ティア等の活用
企業、大学等の活用、
官民連携

土地利用のワンストップ処理、一
元化、規制等既存手法改善な
どが必要

土地利用規制
土地利用を居住系と業務系に大別
まちづくりと調和しつつ多重防護を実現する土地
利用規制

復興特区精度の創設、活
用

手続き窓口の一本化、
規制緩和、使い勝手の
よい交付金

ような公的機関
の活用
専門家の助言
ペアリング支援

原発事故実態

原子力発電の問題点

原発事故の問題点

原発事故現場の問題点


